
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑴　
（１）　下記の者は、建設業に関し、次のとおり第７条第１号イ　　 ⑵　　に掲げる経験を有することを証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ⑶

取締役

平成　２ 年　４　月から　令和　６　年　　５　月まで　満　３４　年　２　月

⑴
（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号イ ⑵ に該当する者であることに相違ありません。

⑶

鹿児島市鴨池新町１０－１
ガッツ建設産業（株）

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

◎【変　　更　　前】

備考
　常勤役員等の略歴については、別紙による。

　ガッツ建設産業（株）
　鹿児島市鴨池新町１０－１

鹿児島県知事

鹿児島市錦江町１１－４０

常 勤 役 員 等（ 経 営 業 務 の 管 理 責 任 者 等 ）証 明 書

役 職 名 等

経 験 年 数

備 考

令和　　３年　　６月　　１日

申請者
鹿児島県知事  届出者 　　代表取締役　鶴丸　みずえ　

証明者　代表取締役　鶴丸　みずえ　　　

の常勤役員
 本  人

 の  支  配  人

令和　６　年　６　　月　1　日

項 番 3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１

様式第七号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ２

役員
証明者と被証
明者との関係

７ 3

 地方整備局長
 北海道開発局長

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

大臣
コード

知事

令和　　　年　　　月　　　日変更の年月日

許 可 番 号 １ ８ 4 6

3 5 10

第 0 0 6 8 5
 国土交通大臣

許可（
般

－ ）
特

0 7 月 3 0 日6 号 令和 0 1 年

記

3

氏名のフリガナ １ ９ ヒ ダ
元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

18

氏 名 ２ ０ 日 高 千 穂

3 5 10 13 14 16

月 0 3 日

住 所

S 3 2 年 0 3生 年 月 日

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

氏 名 ２ １ 日年生 年 月 日

183 5 10 13 14 16

月

０ １

個人事業主として自分の経験を証明する場合は，

（屋号）

事業主 （氏名）

↓
個人事業を廃業している場合は，「元事業主」

個人事業主としての経験の場合は「事業主」と記入

個人事業主が自身の証明をする場合は「本人」と記入

・建設業に関し，5年以上経管としての経験がある場合は，⑵⑶を消す。

→イの⑴該当 ※役員，事業主，支配人等

・建設業に関し，5年以上経管に準ずる地位にて経管の経験がある場合は，⑴⑶を消す。

→イの⑵該当 ※執行役員等

・建設業に関し，6年以上経管に準ずる地位にて経管を補佐する業務に従事した経験があ

る場合は，⑴⑵を消す。

→イの⑶該当 ※法人の場合は役員・組合理事，支店長，営業所長等営業取引上対

外的に責任を有する地位に次ぐ職制上の地位（営業部長，支店次長等）

※個人の場合は，事業主・支配人に次ぐ職制上の地位（配偶者，子等）

証明しようとしている期間，常勤役員等が勤務していた

会社から証明をもらう。これらの者の証明を得ることがで

きない正当な理由がある場合には，「備考」の欄にその理

由を記載して，この証明書に記載された事実を証し得る

他の者を証明者とすることができる。この場合にあっては，

その証明者の氏名及び役職を記載すること。不要なものは消す
不要なものは消す

許可申請の場合は上段，届出の場合は下段を残す。

複数の許可を受けている場合は，

最も古いものを記入する。

１ 新規申請の場合

２ 常勤役員等を変更する場合

３ 更新，業種追加，般特新規申請をする場合

番号，年月日等は右詰めで，空位の欄は「0」で埋める

姓と名の間は1マス空ける。

項番17 区分2（常勤役員等の変更）の場合のみ，変更前の者の氏名を記入する





記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　
令和　　６　年　６　月　１　日 氏　名　

　上記のとおり相違ありません。

日高　千穂

罰

　なし
賞

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

自　　　　　年　　　月　　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　平成２年　　４月　　１日
　ガッツ建設産業（株）　取締役　　現在に至る。

至　　　　　年　　　月　　　日

職 自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　昭和52年　　４月　　１日
　ガッツ建設産業（株）　入社

至　　　　　年　　　月　　　日

氏 名 日高　千穂 生 年 月 日 　昭和　３２　年　３　月　３　日生　

職 名 取締役

別紙 （用紙Ａ４）

常勤役員等の略歴書

現 住 所 鹿児島市錦江町１１－４０

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

・学校卒業後，現在に至るまでの職歴を記入してください。

・建設業に関する期間及び職歴は全て記入してください。

・他の法人（建設業以外を含む）の役員に就任している場合は全て記入してください。

（他法人の役員を兼務している場合は，非常勤である証明書（任意様式）を，他法人

の代表者名で別途提出してください。）

・建設業における行政処分及び行政罰はもちろん，刑事罰その他の賞罰についても

記入する。

・許可の欠格要件に関わるため，該当がないかどうか十分に確認の上，該当がない

場合は「なし」と記入する。

（該当がある場合の記載例）

「令和○年○月○日 建設業法第28条第1項第2号に基づく指示処分」

※経営業務の管理責任者等について作成して

ください。



（１）　下記の者は、次のとおり第７条第１号ロ

※

※平成　２３年　　４月から　　平成２５年　　３月まで　満　　３年　　０月
平成　２５年　　４月から　　平成２７年　　３月まで　満　　３年　　０月

元役員

（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号ロ

殿

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

許可年月日

記

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

　　　鹿児島市錦江町１１－４０

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等の略歴については、別紙による。

日年

3 5 10 13 14 16 18

生 年 月 日 月氏 名 ２ １

0 3 日

住 所

S 3 2 年

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

3 5 10 13 14 16 18

氏 名 ２ ０ 日 高 千 穂 0 3生 年 月 日 月

日

3

氏名のフリガナ １ ９ ヒ ダ

令和 0 1 年 0 7 月 3 0
鹿児島県知事

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

15

許 可 番 号 １ ８ 4 6
 国土交通大臣

許可（
般

）
特

第 0 0 6 8 5 6 号-

大臣
コード

知事
3 5 10 11

令和　　　年　　　月　　　日

13

項 番 3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１ ７ 3

変 更
の 年 月 日

の常勤役員
 本  人
 の  支  配  人

 地方整備局長
 北海道開発局長 申請者

鹿児島県知事  届出者 　代表取締役　鶴丸　みずえ　　

　鹿児島市鴨池新町１０－１
　ガッツ建設産業（株）

⑴
⑵

に該当するものであることに相違ありません。

様式第七号の二（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ２

常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書
（第一面）

役 職 名 等

経 験 年 数

備 考

令和　　３年　　６月　　１日

証明者　代表取締役　鹿児島　太郎

　鹿屋市打馬２－１６－６
　○○建設産業(株)

取締役
営業部長

証明者と被証
明者との関係

に掲げる経験を有することを証明します。
(1)
(2)

0 1

・建設業に関し、二年以上役員等としての経験を有し、かつ、五年以上役員等又は役員

等に次ぐ職制上の地位にある者（財務管理、労務管理又は業務運営の業務を担当する

ものに限る。）としての経験がある場合は⑵を消す。

→ロの⑴に該当

・五年以上役員等としての経験を有し、かつ、建設業に関し、二年以上役員等としての

経験がある場合は⑴を消す。

→ロの⑵に該当

経験した当時の役職名を記

許可申請の場合は上段，届出の場合は下段を残す。

不要なものは消す

１ 新規申請の場合

２ 常勤役員等を変更する場合

３ 更新，業種追加，般特新規申請をする場合

複数の許可を受けている場合は，

最も古いものを記入する。

番号，年月日等は右詰めで，空位の欄は「0」で埋める

姓と名の間は1マス空ける。

項番17 区分2（常勤役員等の変更）の場合のみ，変更前の者の氏名を記入する

個人事業主として自分の経験を証明する場合は，

（屋号）

事業主 （氏名）

↓
個人事業を廃業している場合は，「元事業主」

個人事業主が自身の証明をする場合は「本人」と記入

※経営業務の管理責任者が第７条第１号ロに該当する場合に作成してください。

※役職ごとに別葉で作

成してください。



⑵
（３）　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の財務管理の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

殿

平成２７年　　　４月から　　令和２年　　　３月まで　満　　　５年　　　０月

従業員

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

    鹿児島市錦江町１１－４０

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

令和　　　年　　　月　　　日

年生 年 月 日

183 5 10 13 14 16

月

2

16

日

住 所

S 6 0 年 1 2生 年 月 日 月 0５ 出 水 千

5 10

記

3

氏名のフリガナ ２ ４ イ ズ

氏 名 ２ ６ 日

13 14 18

氏 名 ２

0 7 月 3 0 日6 号 令和 0 1 年許 可 番 号 ２ ３ 4 6

鶴

3

第 0 0 6 8 5
 国土交通大臣

許可（
般

－
特鹿児島県知事

0 1 )

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日

大臣コード
知事

3 5 10

備 考

3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

２ ２ 3

鹿児島県知事  届出者 　代表取締役　鶴丸　みずえ　

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

（用紙Ａ４）

（第二面）

令和　　６年　　６月　　１日

 地方整備局長
 北海道開発局長 申請者

　鹿児島市鴨池新町１０－１
　ガッツ建設産業（株）

　総務部長

１ 新規申請の場合

２ 常勤役員等を変更する場合

３ 更新，業種追加，般特新規申請をする場合

複数の許可を受けている場合は，

最も古いものを記入する。

姓と名の間は1マス空ける。

番号，年月日等は右詰めで，空位の欄は「0」で埋める

項番22 区分2（常勤役員等の変更）の場合のみ，変更前の者の氏名を記入する

許可申請の場合は上段，届出の場合は下段を残す。

不要なものは消す

経験した当時の役職名を記入

※経営業務の管理責任者が第７条第１号ロに該当する場合，直接補佐する者についてに作成

してください。第２面から第４面まですべて必要です。

財務管理の業務経験について作成



⑵
　　　　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の労務管理の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

殿

年　　　　月から　　　　　年　　　　月まで　満　　　　年　　　　月

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

（用紙Ａ４）

（第三面）

令和　　　年　　　月　　　日

 地方整備局長
 北海道開発局長 申請者

備 考

3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

２ ７

鹿児島県知事 届出者

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日

大臣
コード

知事

令和　　　年　　　月　　　日

許 可 番 号 ２ ３

3 5 10

第
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
特鹿児島県知事

月 日号 令和 年

記

3

氏名のフリガナ ２ ８
元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

18

氏 名 ２ ９

3 5 10 13 14 16

月 日

住 所

年生 年 月 日

3 5 10 13 14 16

月氏 名 ３ ０

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

年生 年 月 日

18

日

記載要領は第二面と同様

労務管理の業務経験について作成



⑵
　　　　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の業務運営の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

殿

年　　　　月から　　　　　年　　　　月まで　満　　　　年　　　　月

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

（用紙Ａ４）

（第四面）

令和　　　年　　　月　　　日

 地方整備局長
 北海道開発局長 申請者

備 考

3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

３ １

鹿児島県知事 届出者

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日

大臣コード
知事

令和　　　年　　　月　　　日

許 可 番 号 ２ ３

3 5 10

第
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
知事 特

月 日号 令和 年

記

3

氏名のフリガナ ３ ２
元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

18

氏 名 ３ ３

3 5 10 13 14 16

月 日

住 所

年生 年 月 日

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

18

氏 名 ３ ４

3 5 10 13 14 16

月 日年生 年 月 日

記載要領は第二面と同様

業務運営の業務経験について作成







記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

別紙一 （用紙Ａ４）

常勤役員等の略歴書

現 住 所 鹿児島市錦江町１１－４０

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

自　 平成元年　　４月　１日
○○建設産業（株）　入社

至　 平成23年　　３月　31日

氏 名 日高　千穂 生 年 月 日 　　昭和３２年　　　３月　　　３日生　

職 名 取締役

自　 平成23年　　４月　１日
○○建設産業（株）　営業部長

至　 平成25年　　３月　31日

職 自　 平成25年　　４月　１日
○○建設産業（株）　取締役

至　 平成27年　　３月　31日

自　　　　 年　　　月    日
至　　　　 年　　　月　　日

自　　　　 年　　　月    日
至　　　　 年　　　月　　日

自　 平成27年　　４月　１日
ガッツ建設産業（株）　入社

至　 令和２年　　３月　31日

自　 令和２年　　４月　１日
ガッツ建設産業（株）　取締役就任　現在に至る

至　 　　　年　　　月　　日

自　　　　 年　　　月    日
至　　　　 年　　　月　　日

自　　　　 年　　　月    日
至　　　　 年　　　月　　日

自　　　　 年　　　月    日
至　　　　 年　　　月　　日

自　　　　 年　　　月    日
至　　　　 年　　　月　　日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

歴

自　　　　 年　　　月    日
至　　　　 年　　　月　　日

自　　　　 年　　　月    日
至　　　　 年　　　月　　日

自　　　　 年　　　月    日
至　　　　 年　　　月　　日

罰

なし
賞

　
氏　名　 日高　千穂

　上記のとおり相違ありません。

令和　　　6年　　　6月　　　1日

・学校卒業後，現在に至るまでの職歴を記入してください。

・建設業に関する期間及び職歴は全て記入してください。

・他の法人（建設業以外を含む）の役員に就任している場合は全て記入してくだ

さい。

（他法人の役員を兼務している場合は，非常勤である証明書（任意様式）を，他

法人の代表者名で別途提出してください。）

・様式第７号の二（第一面）で証明している役職ごとの就任期間について，記入

漏れがないようにしてください。

・建設業における行政処分及び行政罰はもちろん，刑事罰その他の賞罰につい

ても記入する。

・許可の欠格要件に関わるため，該当がないかどうか十分に確認の上，該当が

ない場合は「なし」と記入する。

（該当がある場合の記載例）

「令和○年○月○日 建設業法第28条第1項第2号に基づく指示処分」

※経営業務の管理責任者が第７条第１号ロに該

当する場合に作成してください。



記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　
令和　　６　年　６　月　１　日 氏　名　

　上記のとおり相違ありません。

出水　千鶴

罰

なし
賞

自　　　　　年　　　月　　日

至　　　　　年　　　月　　日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

自　　　　　年　　　月　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　日

自　　　　　年　　　月　　日

至　　　　　年　　　月　　日

自　　　　　年　　　月　　日

至　　　　　年　　　月　　日

自　　　　　年　　　月　　日

至　　　　　年　　　月　　日

自　　　　　年　　　月　　日

至　　　　　年　　　月　　日

自　　　　　年　　　月　　日

至　　　　　年　　　月　　日

自　　　　　年　　　月　　日

至　　　　　年　　　月　　日

自　　　　　年　　　月　　日

至　　　　　年　　　月　　日

自　　　　　年　　　月　　日

至　　　　　年　　　月　　日

自　　　　　年　　　月　　日

至　　　　　年　　　月　　日

自　　平成27年　　４月　１日
ガッツ建設産業（株）　総務部長就任　現在に至る

至　　　    年　　　月　　日

職 自　　　　　年　　　月　　日

至　　　　　年　　　月　　日

自　　平成元年　　４月　１日
ガッツ建設産業(株)　入社

至　　平成23年　　３月　31日

氏 名 出水　千鶴 生 年 月 日 昭和　６０　年　１２月　２日生　

職 名 総務部長

別紙二 （用紙Ａ４）

常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書

現 住 所 鹿児島市錦江町１１－４０

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

・建設業における行政処分及び行政罰はもちろん，刑事罰その他の賞罰につい

ても記入する。

・該当がないかどうか十分に確認の上，該当がない場合は「なし」と記入する。

（該当がある場合の記載例）

「令和○年○月○日 建設業法第28条第1項第2号に基づく指示処分」

・学校卒業後，現在に至るまでの職歴を記入してください。

・建設業に関する職歴は全て記入してください。

・他の法人（建設業以外を含む）の役員に就任している場合は全て記入してください。

（他法人の役員を兼務している場合は，非常勤である証明書（任意様式）を，他法人

の代表者名で別途提出してください。）

・様式第７号の二（第二面）から（第四面）で証明している役職の就任期間について，

記入漏れがないようにしてください。



鹿児島市鴨池新町１０－１
ガッツ建設産業（株）

殿 代表取締役　鶴丸　みずえ

許可年月日

（営業所毎の保険の加入状況）

※改正建設業法が令和2年10月1日から施行され，全ての適用事業所又は適用事業について，適
用事業所または適用事業であることの届出を行うことが許可要件となりましたのでご留意くだ
さい。

厚生年金保険

雇用保険

合計 １2人
（4人）

　　人
（　　人）

健康保険

健康保険

厚生年金保険

雇用保険

厚生年金保険

雇用保険

健康保険

　　　　人
（　　　　　人）

健康保険 本店一括

厚生年金保険 本店一括

雇用保険 本店一括

○○○　○○○○○

厚生年金保険 ○○○　○○○○○

雇用保険 ○○○．○○．○○○

健康保険

志布志営業所 　　　　3人
（　　　　１人）

3 3 3

本社 　　　  9人
（　　　　3人）

1 1 1

様式第七号の三（第三条、第七条の二関係） （用紙Ａ４）

健 康 保 険 等 の 加 入 状 況

（１）　健康保険等の加入状況は下記のとおりです。

（２）　下記のとおり、健康保険等の加入状況に変更があつたので、提出します。

6856

営業所の名称 従業員数
保険の加入状況

事業所整理記号等
健康保険 厚生年金保険 雇用保険

日
特

年 7 月号 1許可（
般

－ 1

令和　６　年　６　月　1　日

 地方整備局長
 北海道開発局長 申請者
鹿児島県知事  届出者

30令和）第許 可 番 号
 国土交通大臣
鹿児島県知事

現に提出した本様式の「保険加入の状況」に変更があった

場合は，決算終了後4ヶ月以内に決算変更届に本様式を添

付し変更内容を届け出てください。

営業所一覧表に記載した順に記入 役員（常勤）又は個人事業主を含めて全ての従業

員数（建設業以外に従事する者を含む。）を記入

（ ）内は，役員（常勤）又は個人事業主（同居の

親族である従業員を含む。）を内数で記入

★添付書類について

○健康保険及び厚生年金保険

次のうちいずれか

・保険料納入通知額・領収済額通知書の写し（原本確認が必要）

・納入告知書 納付書・領収証書の写し（原本確認が必要）

＊全国土木建築国民健康保険組合等の国民保険に加入している場合は，

当該健康保険組合等に加入していることを証する書面

○雇用保険

・雇用保険納入証明書（原本）

【注 意】

１ 「保険の加入状況」欄は旧様式から記載方法が変わっています。

健康保険等の加入状況に応じて，下記の番号を記載してください。

適用事業所，適用事業の届出を行っている場合 ・・・ １

適用が除外される場合 ・・・ ２

一括適用の承認に係る営業所 ・・・ ３

２ 健康保険に加入していない場合は，許可要件を満たさないため

申請書を受理しません。

許可申請の場合は上段，届出の場合は下段を残す。




